
まず最初に、貴施設の基本情報を記入してください。

５．定員

※定員数は、平成２６年７月１日現在の状況を記入してください。

次に、貴施設の平成26年度現在の利用状況について記入してください。

１．在籍児童数

 ※平成２６年７月１日現在の状況を記入してください。

 上記のうち平成２５年度中に入園した者

※平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までに入園した人数を記入してください。

２．児童の居住市町村について（平成２６年７月１日現在）

人

人

子ども・子育て支援新制度への移行に関する意向調査

（認可外保育施設向け）

提出期限 平成26年８月18日（月） ※期限厳守
こども育成課宛てメール又はＦＡＸにて提出

人

２．設置者名

４．電話番号

１．施 設 名

３．所在地
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２．児童の居住市町村について（平成２６年７月１日現在）

ア 全児童が市内に居住している。
イ 市外の市町村から通う児童がいるが、内訳は特に把握していない。

ウ 市外の市町村から通う児童の居住市町村の状況を把握している。 人

３．一時預かり保育の状況

ア 実施していない。
イ 実施している。⇒１日の開園時間（通常保育時間と延長保育時間の最大実施時間の合計）並びに担当職員数
   を記入してください。

４．保護者の就労等による保育の利用状況
保護者のいずれもが就労している（パートタイムを含みます。）などの事由により預かり保育の利用頻度の
高い児童数を記入してください。

ア １日当たり

イ 特に把握していない。

人

平日

土日祝祭日

１日当たり利用人数 実施時の担当職員数１日の開園時間

1



〔平成２７年度（新制度施行１年目）の予定〕
問１ 子ども・子育て新制度への移行（施設型給付又は地域型給付の対象施設として、市町村から子ども・子育て支援法
に基づく確認を受けること。以下同じ。）について、現時点での貴施設における平成２７年度（新制度施行１年目）の
対応方針をお答えください。※郡山市で定める基準を満たさなければ、移行することはできません。また、今回の調査
に対する回答内容に拘束されるものではありません。

① 平成２７年度（新制度施行１年目）から新制度への移行を希望しますか。

１．平成２７年度は移行しない予定である。⇒問２に進んでください。
２．平成２７年度は移行しない方向で検討中。⇒問２に進んでください。
３．平成２７年度から移行を希望する。⇒②に進んでください。
４．平成２７年度から移行を希望する方向で検討中。⇒②に進んでください。

② 問１①で「３」「４」を回答した方に伺います。移行を希望する（検討している）のはどの事業ですか。

１．認可保育所（事業の想定利用定員 

２．認定こども園 ⇒③に進んでください。
３．地域型保育事業 ⇒⑥に進んでください。

※ 地域型保育事業は３号認定子ども（０～２歳）を対象とした事業です。

③ 問１②で「２」を回答した方に伺います。認定こども園のうち、移行を希望する（検討している）のは、どの
タイプですか。

１．幼保連携型 ※平成２７年度より市の認可です。（新基準あり） ⇒④に進んでください。
２．幼稚園型
３．保育所型 ※県の認可です。（既存基準あり）
４．地域裁量型

④ 問１③で「１」を回答した方に伺います。認定こども園の利用定員は、教育標準時間認定子ども（１号定員）、
保育認定子ども（２号・３号定員）それぞれ何人を予定していますか。

１号定員

人）
※平成２６年度の認可保育所の定員は６０人以上
ですが、平成２７年度は２０人以上となります。

｝

人

2

１号定員

２号・３号定員

⑤ 問１③で「１」を回答した方に伺います。認定こども園の教育標準時間認定子ども（１号定員）の預かり保育
については、一時預かり事業（幼稚園型）により実施する予定はありますか。

１．希望する。 （１日当たりの想定人数

２．実施する方向で検討している。（１日当たりの想定人数 

３．希望しない。

⑥ 問１②で「３」を回答した方に伺います。地域型保育事業のうち、移行を希望する（検討している）のは、
どの事業ですか。

１．家庭的保育（定員１人～５人）
２．小規模保育事業（定員６人～１９人）⇒⑦に進んでください。
３．事業所内保育事業（従業員の子どもの他、地域の子どもを預かることが必要です。)⇒⑧に進んでください。
４．居宅訪問型保育事業

人）

人

人）

人
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⑦ 問１⑥で「２」を回答した方に伺います。小規模保育事業のうち、移行を希望する（検討している）のは、
どの類型ですか。

１．A型（事業の想定利用定員 ※定員は６～１９人です。

２．B型（事業の想定利用定員 ※定員は６～１９人です。

３．C型（事業の想定利用定員 ※定員は６～１０人です。

⑧ 問１⑥で「３」を回答した方に伺います。事業所内保育事業のうち、移行を希望する（検討している）のは、
どの類型ですか。

１．保育所型事業所内保育事業（従業員の想定利用定員 人 、地域枠の想定利用定員 人）

※従業員と地域枠の合計利用定員が２０人以上

２．保育所型事業所内保育事業（従業員の想定利用定員 人 、地域枠の想定利用定員 人）

※従業員と地域枠の合計利用定員が１９人以下

⇒以上で終了です。ありがとうございました。

〔平成２８年度（新制度施行２年目）以降の予定〕
問２ 子ども・子育て新制度への移行について、現時点での貴施設における平成２８年度（新制度施行２年目）以降の
対応方針をお答えください。

① 問１①で「１」「２」を回答した方に伺います。平成２８年度（新制度施行２年目）以降において新制度への
移行を予定していますか。

１．移行する方向で検討中である。

具体的な移行時期 ア 平成２８年度 イ 平成２９年度 ウ 平成３０年度以降

人）

人）

人）
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具体的な移行時期 ア 平成２８年度 イ 平成２９年度 ウ 平成３０年度以降

⇒②に進んでください。

２．状況により判断したい。⇒以上で終了です。ありがとうございました。
３．移行する予定はない。⇒以上で終了です。ありがとうございました。

② 問２①で「１」を回答した方に伺います。平成２８年度（新制度施行２年目）以降において新制度に移行する
予定はありますか。

１．認可外保育施設のままの方向で検討中である。⇒以上で終了です。ありがとうございました。

２．認可保育所（事業の想定利用定員 

具体的な移行時期 ア 平成２８年度 イ 平成２９年度 ウ 平成３０年度以降

３．認定こども園に移行する方向で検討中である。⇒③に進んでください。

具体的な移行時期 ア 平成２８年度 イ 平成２９年度 ウ 平成３０年度以降

４．地域型保育事業等に移行する方向で検討中である。⇒⑥に進んでください。

具体的な移行時期 ア 平成２８年度 イ 平成２９年度 ウ 平成３０年度以降

５．検討中である。⇒以上で終了です。ありがとうございました。

③ 問２②で「３」を回答した方に伺います。認定こども園のうち、移行を希望する（検討している）のは、どの
タイプですか。

１．幼保連携型 ※平成２７年度より市の認可です。（新基準あり） ⇒④に進んでください。
２．幼稚園型
３．保育所型 ※県の認可です。（既存基準あり）｝

人）
※平成２６年度の認可保育所の定員は６０人以上
ですが、平成２７年度は２０人以上となります。

3



４．地域裁量型
｝

44



④ 問２③で「１」を回答した方に伺います。認定こども園の利用定員は、教育標準時間認定子ども（１号定員）、
保育認定子ども（２号・３号定員）それぞれ何人を予定していますか。

１号定員

２号・３号定員

⑤ 問２③で「１」を回答した方に伺います。認定こども園の教育標準時間認定子ども（１号定員）の預かり保育
については、一時預かり事業（幼稚園型）により実施する予定はありますか。

１．希望する。 （１日当たりの想定人数

２．実施する方向で検討している。（１日当たりの想定人数 

３．希望しない。

⑥ 問２②で「４」を回答した方に伺います。地域型保育事業のうち、移行を希望する（検討している）のは、
どの事業ですか。

１．家庭的保育（１人～５人）
２．小規模保育事業（６人～１９人）
３．事業所内保育事業（従業員の子どもの他、地域の子どもを預かることが必要です。）
４．居宅訪問型保育事業

⑦ 問２⑥で「２」を回答した方に伺います。小規模保育事業のうち、移行を希望する（検討している）のは、
どの類型ですか。

１．A型（事業の想定利用定員 ※定員は６～１９人です。

２．B型（事業の想定利用定員 ※定員は６～１９人です。

人

人）

人）

人）

人）

人
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３．C型（事業の想定利用定員 ※定員は６～１０人です。

⑧ 問２⑥で「３」を回答した方に伺います。事業所内保育事業のうち、移行を希望する（検討している）のは、
どの類型ですか。

１．保育所型事業所内保育事業（従業員の想定利用定員 人 、地域枠の想定利用定員 人）

※従業員と地域枠の合計利用定員が２０人以上

２．保育所型事業所内保育事業（従業員の想定利用定員 人 、地域枠の想定利用定員 人）

※従業員と地域枠の合計利用定員が１９人以下

⇒以上で終了です。ありがとうございました。

問合せ・提出先
郡山市こども育成課 管理係
電話 024-924-3541  ＦＡＸ 024-924-3802
メール kodomoikusei@city.koriyama.fukushima.jp 

人）
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